
 

「国立病院及び労災病院の新しい法人制度に関する検討会」の開催について 

 

 

１ 検討会の目的 

   国立病院機構及び労働者健康福祉機構は、「独立行政法人の制度及び組織

の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）に基づき、平成２

６年４月より新たな法人制度に移行するとされている。 

このため、国立病院及び労災病院が、その使命を果たし、機能を最大限

発揮し、国民医療の向上に寄与することができるよう、従来の独立行政法

人制度とは異なる新しい法人制度の在り方を検討する。 

 

 

２ 主な検討内容 

   日本の政策医療等を担う国立病院及び労災病院にふさわしい新しい法人

制度を構築するため、 

① 社会や医療ニーズの変化に対応した病院運営の在り方 

② 法人の経営努力を促進する財政運営の在り方 

③ 目標・評価の在り方 

④ 国民目線での情報公開・発信の在り方 

⑤ 将来の統合も視野に入れた具体的な検討 

等について検討する。 

 

 

３ 検討会の構成員 

別紙参照 

 

 

４ 事務局 

事務局は、両機構の協力を得て、医政局国立病院課（国立病院機構管理

室）及び労働基準局労災補償部労災管理課で担うものとする。 
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「国立病院及び労災病院の新しい法人制度に関する検討会」の検討経緯 

 

第１回（３月３１日） 

・ 国立病院機構及び労働者健康福祉機構からのヒアリング 

 

第２回（５月１７日） 

・ 国立病院及び労災病院の使命・役割・業務等 

 

第３回（６月２６日） 

・ 目標・評価の在り方 

・ 将来の統合も視野に入れた具体的な検討 

  

第４回（９月１１日） 

・ 病院運営の在り方 

・ 説明責任・透明性の在り方 

 


